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はじめに 

 

本市では，旭川市子ども条例や旭川市子ども・子育てプランに基づき，子どもが健やか

に育つ環境づくりに取り組んでいます。 

これらの取組を効果的に進めていくためには，特に，市民が様々な形で子どもやその保

護者とかかわりを持ち，深めていくことにより，子どもの育ちや子育てを市民全体で支え

る地域社会を醸成していくことが必要であると考えています。 

「旭川市の子ども・子育て環境の現状と取組の方向性について」は，地域において子育

て家庭との関わりを持つ方々が，子どもやその保護者とのかかわりを深めていくきっかけ

となるよう作成しました。 

  

 なお，本冊子は，旭川市子ども条例第１５条に基づく広報及び啓発の取組として作成す

るものであり，旭川市子ども・子育てプランに係る進捗状況報告書を兼ねています。 
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第１部 本市の子ども・子育て環境の現状 
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１ 少子化の状況について 

 

（１）出生の状況 

    本市の出生数は減少傾向にあり，平成１０年の３，１１６人から平成２７年

の２，３３３人へと２５．１％減少しています。 

これを母親の年齢別にみると，出生数全体に占める２９歳以下の割合が平成

１０年の５９．８％から，平成２７年の４０．４％へと減少しているように，

出産年齢の高齢化が進んでいます。 

    また，本市の合計特殊出生率（１５～４９歳までの女性の年齢別出生率を合 

計したもので，１人の女性が一生の間に産む子どもの数に相当）は，近年，下 

げ止まりの傾向にあり，平成２７年は１．３１となっていますが，長期的に人 

口が維持される人口置換水準（２．０７）を大きく下回っています。 

 

旭川市：出生数の推移（旭川市保健衛生年報） 
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旭川市：母の年齢階級別出生数（構成比）の推移（旭川市保健衛生年報） 

 

 

 

 

旭川市・北海道・全国 合計特殊出生率の推移（厚生労働省 人口動態統計） 

 

区 分 
合計特殊出生率 出生率 

旭川市 北海道 全国 旭川市 北海道 全国 

平成２０年 1.24  1.20  1.37  7.7  7.4  8.7  

平成２１年 1.20  1.19  1.37  7.3  7.3  8.5  

平成２２年 1.24  1.26  1.39  7.4  7.3  8.5  

平成２３年 1.28  1.25  1.39  7.5  7.2  8.3  

平成２４年 1.24  1.26  1.41  7.3  7.1  8.2  

平成２５年 1.28  1.28  1.43  7.2  7.1  8.2  

平成２６年 1.28  1.27  1.42  7.0  6.9  8.0  

平成２７年 1.31  1.31  1.45  7.0  6.8  8.0  

平成２８年 －  1.29  1.44  －  6.6  7.8  
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（２）人口の推移 

本市の人口は依然として減少傾向にあり，特に，１５歳未満の人口は      

昭和４５年の７２，２２２人から平成２７年の３７，１７３人へと４５年間で 

約３５，０００人減少しています。その一方，６５歳以上の人口は同期間にお

いて１５，６９７人から１０６，４４４人へと９０，０００人余り増えていま

す。 

その結果，本市の人口に占める１５歳未満の人口及び６５歳以上の人口はそ

れぞれ，２４．３％から１１．１％へ，５．３％から３１．８％へと大きく変

化しており，全国平均よりも少子高齢化の進行の度合いが進んでいます。 

 

旭川市：年齢（３区分）別人口及び構成比の推移（国勢調査） 

                                 （人） 

 

（％） 
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全国：年齢（３区分）別人口構成比の推移（国勢調査） 

（％） 

 

 

 

（３）少子化の要因 

    少子化についての国による要因分析によれば，日本においては諸外国と比べ

て，結婚と出産が密接な関係にあることが特徴的とされています。 

結婚については未婚化のほか，晩婚化も進んでおり，それに伴い，第１子の

平均出産年齢も高くなってきている現状にあります。 

    また，国立社会保障・人口問題研究所が実施した「第１５回出生動向基本調

査」によると，夫婦の理想とする子どもの数は２人以上となっていますが，実

際には，平均現存子ども数が２人未満となっており，理想と現実にギャップが

生じています。なお，理想の子ども数を持てない最大の理由としては，妻の年

齢に関わらず，子育ての費用が挙げられています。 

    少子化対策については，子育て支援施策の充実はもとより雇用環境の安定，

男女共同参画の推進等，総合的な環境整備が必要となっています。 
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２ 子育て家庭について 

 

   本市では，子ども・子育て支援に関する計画策定の基礎資料とするため，定期

的に子育て中の保護者を対象としたアンケート調査（以下「ニーズ調査」という。）

を実施しています。 

   これまでの調査結果をもとに，特徴的な内容を整理します。 

 

（１）子育て中の保護者の不安感 

  ア 就学前児童を持つ保護者の状況 

 

【子どもに関する悩み】 

 ・ 「子どもの教育に関すること」を選択した割合が最も高く，就学前児童を持つ

保護者に対しても，就学後を見据えた教育に関する助言や情報提供が必要です。 

 ・ 「発達・発育に関すること」と「食事や栄養に関すること」を選択した割合は，

小学校児童を持つ保護者と比べて高く，乳幼児健康診査や関連する相談業務等に

より，保護者の不安を和らげたり，子どもにとって望ましい支援につなげていく

取組の充実が必要です。 

 

【自分のことに関する悩み】 

 ・ 「子どもを叱り過ぎている気がする」と「子どもとの接し方に自信が持てない」 

を選択した割合が前回調査時と比べて増加しており，身近な場所で，気掛かりと

感じた段階で不安を軽減する取組が必要です。 

 ・ 「自分の時間が持てない」や「子育てによる身体の疲れが大きい」を選択した

割合が前回調査時と比べて増加しています。子育て支援部では，子どもを一時的

に預かる事業を行っており，これらの事業等の周知も図っていきます。 

 

【家庭のことに関する悩み】 

・ これまでの調査時と同様，「子育ての出費がかさむ」を選択した割合が最も高

くなっています。 

 ・ また，国の調査分析によれば，２子目，３子目を出産する意識に影響するもの

として，配偶者・パートナーの協力の有無が挙げられています。 

ニーズ調査において，関連する項目を見ると，「配偶者・パートナーの協力が

少ない」や「配偶者・パートナーと意見が合わない」を選択した割合が前回調査

時と比べて増加しています。 
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就学前児童を持つ保護者が感じている悩みの状況 
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  イ 小学校児童を持つ保護者の状況 

 

【子どもに関する悩み】 

 ・ これまでの調査時と同様，「子どもの教育に関すること」と「友達づきあいに関

すること」を選択した割合が高い状況にあります。これらの項目は，就学前児童

を持つ保護者においても選択した割合が高く，関係部局が連携して，情報提供や

相談体制の充実に取り組んでいくことが必要です。 

 

【自分のことに関する悩み】 

 ・ 就学前児童を持つ保護者と同様，「子どもを叱り過ぎている気がする」と「子ど 

もとの接し方に自信が持てない」を選択した割合が前回調査時と比べて増加して 

います。 

身近な地域で子育て中の保護者が気軽に訪れ，親子同士の交流や子育てに関す

る悩みや不安の相談をできる拠点の整備を進めていくことが必要です。 

 

【家庭のことに関する悩み】 

 ・ これまでの調査時と同様，「子育ての出費がかさむ」を選択した割合が最も高く

なっています。 

   子どもの医療費については，平成２８年８月から，中学生の入院分まで助成対

象を拡大するなどの取組を行っており，今後も効果的な取組について検討してい

くことが必要です。 
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小学校児童を持つ保護者が感じている悩みの状況 
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（２）子育て環境の満足度 

  ア 就学前児童を持つ保護者 

      

     各項目についての満足度を，１（低い）から５（高い）までで質問したと

ころ，就学前児童を持つ保護者については，いずれの項目についても前回調

査時と比べて満足度が高くなっています。 

     しかしながら，依然として，いずれの項目も中間点（３）以下の状況であ

り，特に，地域とのかかわりに関する項目については，満足度が低い状況に

あります。 

 

就学前児童を持つ保護者の子育て環境に対する満足度 
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 イ 小学校児童を持つ保護者 

 

就学前児童を持つ保護者については，いずれの項目についても前回調査時

と比べて満足度が高くなっていますが，小学校児童を持つ保護者については，

地域とのかかわりに関する項目について，前回調査時と同程度となっていま

す。 

     なお，依然として，いずれの項目も中間点（３）以下の状況にあります。 

 

小学校児童を持つ保護者の子育て環境に対する満足度 
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３ 子どもの育ちについて 

 

（１）児童虐待 

    全国と同様，本市においても児童虐待に関する相談が増加傾向にあり，虐待

種別としては心理的虐待が年々増加しています。 

 

旭川市・北海道旭川児童相談所における児童虐待対応件数の推移（件） 

 

※北海道旭川児童相談所は，旭川児童相談所管内分を含む 

 

旭川市における種類別児童虐待対応件数（件）                                     
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（２）不登校及びいじめ 

    本市における不登校及びいじめの相談件数は平成２５年度をピークに減少傾

向にあります。 

 

 旭川市子ども総合相談センターにおける不登校・いじめの相談延べ件数の推移（件） 

 

 

（３）特別支援学級及び通級指導教室の状況 

    本市における特別支援学級及び通級指導教室の児童生徒数は，いずれも増加

傾向にあり，平成２５年度と平成２９年度を比較すると，小学校と中学校を合

わせて３９２人増加しています。 

 

特別支援学級及び通級指導教室の児童生徒数の推移（人） 

 

※平成29年度小・中児童生徒総数は速報値  （旭川市 各年度５月１日現在） 

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

不登校 503 502 345 253 156

いじめ 123 161 151 43 13
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（４）就職の状況 

    新規高校卒業者の就職内定率は上昇傾向にあり，平成２８年度は，９８．７％

と高い状況になっていますが，北海道における新規就職者の３年以内の離職状

況をみると，新規高卒，新規大卒において，離職率は全国平均よりも高い状況

にあります。 

 

新規高校卒業者の就職内定率の推移（％） 

 

※旭川公共職業安定所管内分     （旭川公共職業安定所 各年度３月末） 

 

新規就職者の３年以内の離職状況（％） 

 卒業時から平成２８年３月までの間における離職率 

卒業年次 区分 新規高卒就職者 新規短大卒就職者 新規大卒就職者 

H25年3月 北海道 48.7% 42.3% 37.6% 

全国 40.9% 41.7% 31.9% 

H26年3月 北海道 37.3% 31.2% 27.3% 

全国 31.4% 30.2% 22.8% 

H27年3月 北海道 21.7% 16.9% 15.0% 

全国 18.1% 17.9% 11.8% 

（北海道労働局） 
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第２部 本市の取組の方向性 
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１ 旭川市子ども条例 

 

   本市は，子どもの夢や希望を市民全体で支えるまちの実現を図るため，    

平成２４年３月に旭川市子ども条例を制定しました。 

   この条例は，市民全体で取り組んでいく上での行動指針として制定したもので

あり，特に，共有したい内容を前文に規定しています。 

   条例に基づく関連施策の進め方については，旭川市子ども・子育てプランとし

て整理しており，次項において，同プランの内容を中心に主な取組等を紹介して

いきます。 

 

 

旭川市子ども条例（前文） 

 

 子どもは，大人からの愛情を受けることにより，自分や他者を大切にする心を育み，

自ら考え，行動することにより，多くのことを学び，経験することを通して生きる力

を育みます。大人は，子どもと価値観が異なることがあっても，自ら考え，行動する

ことが子どもの権利であると認識して，子どもを見守り，又は導くことが大切なこと

であり，その権利は社会全体が尊重していかなければなりません。 

 旭川市は，豊かな自然と様々な都市機能とを併せ持った，まちづくりに大きな可能

性のあるまちです。将来を担う子どもが夢や希望を抱きながら様々な交流や活動を

し，挑戦することを通して，優しさやたくましさを育むことが，自ら未来を切り開く

力を養い，さらには，活力のあるまち，いつまでも住み続けたいと思えるまちの実現

につながります。 

 ここに，子どもが健やかに育つ環境づくりに関する基本理念を明らかにし，市民全

体で共有するとともに，市民一人一人が自らの役割を認識し，行動することにより，

子どもの夢や希望を支えるまちの実現に寄与するため，この条例を制定します。 

 

※ 旭川市子ども条例の条文全体については，旭川市ホームページ（子育て支援課）

を御覧ください。 
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２ 旭川市子ども・子育てプランの概要 

 

   本市では，子どもの育ち・子育て支援環境の充実に向けた取組を計画的に進め

るため，旭川市子ども・子育てプラン（期間：平成２７年度～平成３１年度）を

策定し，施策ごとに整理しながら具体的な事業を実施しています。 

   本プランは，これまでの取組の総括等を踏まえ，目標実現に向けた取組の手法

として，待機児童解消や児童虐待など喫緊の課題への対応とともに，子どもの育

ちと子育てを地域で支えるための環境づくりや，子どもに対する次代の親育ちな

ど将来を見据えた仕組みづくりに係る取組を推進します。 

 

 

 

 

地域の絆で 楽しく子育て

健やか子育ち・親育ち

親子の笑顔が 輝くまち あさひかわ

基本理念

１ 子どもを安心して生み，育てることができるまち

２ 子どもが生き生きと，たくましく育つまち

３ 子ども，家庭，地域がともに育っていくまち

目標

子どもが健やかに育つ環境づくりに関する施策の大綱

４つの基本方向 １３の基本施策 ３９の主要事業

喫緊の課題への対応

将来に向けた仕組みづくり

○安心して妊娠・出産できる環境づくり，子育てに関す

る相談対応・情報提供，経済的支援に係る取組，仕事

と子育ての両立支援，ひとり親家庭への支援等

基本方向１「子育てを支える」

○教育環境の整備，援助を要する子どもへの支援，子

どもの日常生活環境の整備，支援を要する子どもへの

対応等

基本方向２「子どもの育ちを支える」

○放課後の居場所づくり，次代の親育ち等

基本方向３「子どもの主体性を育む」

○多様な関係者が関わりながら地域全体で子どもの育

ちや子育てを支える環境づくり等

基本方向４「社会全体で支える」
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（１）子育てを支える 

 

    子どもを安心して生み，育てることができるよう，子育て中の保護者に対す

る支援を通じて，子育てに関する多様な不安感の軽減を図る取組を整理してい

ます。   

主な内容は次のとおりです。 

 

基本施策１ 妊産婦の健康と乳幼児の健やかな成長の支援               

 

（施策の概要） 

 就学前児童を持つ保護者において，子どもの発達・発育について不安を感じている

保護者の割合が高い状況にあります。市では，子どもの発達・発育の状況を把握し，

必要な支援につなげるため，乳幼児健康診査や発達支援相談に取り組んでいます。  

平成２９年度は，新たに不育症の検査及び治療に要する費用の一部助成を実施しま

す。 

 

（関連する主な取組） 

妊婦健康相談・診査の推進 ・妊婦健康診査等に係る費用の助成 

親となることの準備支援 ・母子健康手帳の交付 

不妊対策の推進 ・不妊治療費の助成 

母子保健・医療体制の充実 

・赤ちゃん訪問の実施 

 赤ちゃんの生まれた家庭に，保健師，助産師又は保

育士が訪問し，育児相談等を受けます。 

・特定妊婦等への相談支援 

・乳幼児健康診査，健康相談の実施 

 

旭川市 各乳幼児健診の実施状況（平成２８年度） 

 ４か月児 １歳６か月児 ３歳６か月児 

①対象者数 ２，３００人 ２，３２９人 ２，３８５人 

②受診者数 ２，２６０人 ２，２６５人 ２，３００人 

③受診率  （②／①） ９８．３％ ９７．３％ ９６．４％ 
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○不育症治療費の助成内容（平成２９年度） 

 

不育症治療を受ける方の経済的負担を軽減するため，不育症の治療に要する費用の

一部を助成しています。 

 

妊娠しても，流産や死産，生後１週間以内の新生児死亡を繰り返すことを不育症

といいます。 

 

医師が不育症と診断し，次の全ての要件に該当する方 

⑴ 治療（検査を含む）開始日に法律上の婚姻をしている 

⑵ 申請日に夫婦またはどちらかの住民票が旭川市にある 

⑶ 夫婦の合計所得が７３０万円未満 

⑷ 国内の産科・婦人科を標榜する医療機関で治療を受けた 

 

⑴ 不育症の因子を特定するための検査 

⑵ 特定した因子を改善するための治療 

 

１回の治療期間につき，１０万円を限度に助成します。 

 

⑴ 助成回数の制限はありません。 

⑵ 申請の期限は，１回の検査及び治療終了日から６０日以内，かつ治療終了日の

属する年度内とします。 

 

※お問い合わせ 母子保健課（☎26－2395） 
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基本施策２ 子育てに関する多様な不安を和らげるための支援            

 

（施策の概要） 

 保護者は子育てについての第一義的な責任を持っていますが，家庭環境等により，

悩みや不安を家庭や親族，友人知人との関係の中で和らげることができない状況もあ

ります。 

 そのため，悩みが深刻化する前の，気掛かりと感じた段階で解消したり，深刻化し

た場合でも，速やかに必要な支援につなげられるように各種相談業務等の充実に努め

ており，平成２９年度には新たな地域子育て支援センターを開設し，他の支援センタ

ーや子ども総合相談センターと連携しながら，育児相談などに取り組んでいます。 

 また，子育てに関する必要な情報を入手しやすい環境づくりに資するため，本市で

は子育てガイドブックの作成やホームページなどを通じて，子育て世帯への情報発信

を進めます。 

 

（関連する主な取組） 

相談支援体制の充実 

・子どもや子育てに関する相談窓口の集約 

・地域子育て支援センターと子ども総合相談センター

相談業務の連携 

子育てに係る情報提供機能

の充実 

・子育てガイドブックの作成 

・あさひかわこども－るの運用 

・子育てわくわくカレンダーや，ママパパ情報タウン

ちゃんの配布 

・地域子育て支援センター等，地域における情報発信

機能の充実 

家庭教育支援の充実 

・公民館における家庭教育講座の実施 

・子どもの成長段階に応じた食育について学ぶ機会の

提供 
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○子育てガイドブックの作成 

   

 

 

 

○子育てわくわくカレンダーの作成  

 

                             

 

 

○ママパパ情報タウンちゃんの作成  

                             

                       

子育てに関する様々な情報をまとめた冊子を作成

し，母子健康手帳交付時や市民課，支所，児童セン

ター等で配布しています。 

 

※お問い合わせ  

子育て支援課子育て企画係（☎25－9128） 

子育てや家庭教育に関する講座・イベント情報を

集めて毎月発行し，地域子育て支援センター，児童

センター，公民館，図書館，市内小児科病院等で配

布しています。                     

 

※お問い合わせ 社会教育課（☎25－7190） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

親子で遊びに行きやすい市内の施設情報を集めて

冊子を作成し，市内各支所・市民課窓口，地域子育

て支援センター，児童センター等で配布しています。                     

 

※お問い合わせ 社会教育課（☎25－7190） 
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基本施策３ 子育てに関する経済的支援                      

 

（施策の概要） 

市民一人当たりの所得は，北海道のそれと比べると８０％台で推移しており，他都

市と比べて子育てに関する経済的支援の必要性が高い状況にあるものと考えられます。 

 そのため，子どもに関する医療費の助成や保育料の負担軽減措置について，市独自

に助成対象の拡大や高い軽減率の適用などを行っていますが，本市の財政状況を見る

と，中核市の中でも財政力が弱く，関連する事業全てを充実することに限界もあり，

今後とも事業の優先性等を勘案しながら，効果的な取組を進めていく必要があります。  

平成２９年度は，国の制度改正及び北海道の補助制度創設に伴い，多子世帯等に対

する幼稚園や保育所等の保育料の負担軽減措置の拡充を実施します。 

 

市民一人当たりの所得（単位：千円） 

  H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

旭川市 2,119  2,050  2,051  2,088  2,094  2,060  2,122 － 

北海道 2,557  2,432  2,417  2,466  2,462  2,475  2,545  2,560  

全国 2,978  2,773  2,690  2,755  2,737  2,754  2,821  2,868  

全国比 71.2% 73.9% 76.2% 75.8% 76.5% 74.8% 75.2% － 

（平成２５年度市民経済計算推計，平成２６年度道民経済計算推計） 

 

中核市における財政力指数の状況 

順次 １ ２ ３ ３ ３ ６ 

市名 豊田市 岡崎市 川越市 宇都宮市 豊橋市 船橋市 

財政力指数 1.11 0.99 0.96 0.96 0.96 0.95 

 

 

順次 ４３ ４４ ４４ ４６ ４７ ４８ 

市名 長崎市 青森市 下関市 佐世保市 旭川市 函館市 

財政力指数 0.56 0.54 0.54 0.51 0.49 0.46 

（総務省：平成２７年度地方公共団体の主要財政指標一覧） 

 

※「財政力指数」は，財政を自前の収入でどれくらい賄っているかを表す指標です。 

この数値が大きいほど，財政に余裕があることを示しています。 

～ 中核市４８市の平均 0.79 ～ 
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（関連する主な取組） 

就園及び就学に係る負担軽

減策の充実 

・保育料等の負担軽減 

・就学に必要な資金の貸付 

子ども医療費等の負担軽減

策の充実 
・子ども医療費の負担軽減措置の実施 

子どもの家庭環境の安定に

向けた支援 

・各種手当の支給 

・各種資金の貸付 

経済的支援に係る効果的な

取組の検討及び実施 

・利用者負担の考え方の検討 

・国等に対する制度創設に係る提案・要望等の実施 

 

 

〇保育料等の負担軽減について（平成２９年度） 

 

№ 対象となる方 保育料の軽減内容 

１ 

１号認定を受けて認定こども

園，新制度に移行した幼稚園を

利用している方 

年収約３６０万円未満相当の世帯を対象と

して，ひとり親世帯等の第１子の保育料を無

料とし，また，ひとり親世帯等以外の保育料

を減額しました。 

２ 

２号認定を受けて認可保育所，

認定こども園，地域型保育事業

所を利用している方 

市町村民税非課税世帯の第２子の保育料を

無料とし，また，年収約３６０万円未満相当

のひとり親世帯等の第１子の保育料を減額し

ました。 

３ 

３号認定を受けて認可保育所，

認定こども園，地域型保育事業

所を利用している方 

年収約６４０万円未満相当の世帯を対象と

して，従来の多子軽減における年齢の上限を

撤廃し，第２子の保育料を無料としたほか，

年収約３６０万円未満相当のひとり親世帯等

の第１子の保育料を減額しました。 

４ 
私学助成を受ける幼稚園を利

用している方 

市民税所得割が７７，１００円以下の世帯

の第１子と第２子，及び市民税所得割額が０

円の世帯の第２子を対象として，保護者負担

を軽減しました。 

 

 ※お問い合わせ こども育成課（☎25-9845） 
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基本施策４ 乳幼児の育ち学び環境の充実と保護者の仕事と子育ての両立支援     

 

（施策の概要） 

 本市の就学前児童数は減少していますが，保育ニーズが高く，認可保育所等におい

て待機児童が生じています。その一方，認可外保育施設や幼稚園においては，定員数

に対して受入の余地があります。 

そのため，認可保育所の増改築や幼稚園における取組，認可外保育施設から認可保

育所・認定こども園等への移行など，既存施設を活用しながら，保育ニーズに対する

受け皿確保を進めていくこととし，平成２９年度は，へき地・季節保育所３か所を通

年化するとともに，病気の回復期に至らない児童を保育するため，病児保育施設１か

所の整備を実施します。 

放課後児童クラブ（平成２９年度より「留守家庭児童会」から「放課後児童クラブ」

へ改称）については，学校の余裕教室等を利用して整備を行います。 

また，保育や子育て支援事業の人材を確保するため，子育て支援員研修を実施しま

す。 

 

（関連する主な取組） 

保育環境の充実 

・保育士に対する研修支援 

・特別保育事業の実施 

・認可外保育施設に対する認可施設への移行支援 

・認定こども園への移行支援 

幼稚園における教育環境の

充実 

・幼稚園教諭等に対する研修支援 

・幼稚園型一時預かり事業の実施 

・家庭，保育所，幼稚園，小学校等の連携支援 
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旭川市の認可保育所等の定員数と待機児童数（各年度４月１日）（人） 

 

 

 

旭川市の放課後児童クラブの定員数と待機児童数（各年度５月１日）（人） 

 

 

※お問い合わせ こども育成課（☎25－9127） 

4,451 4,511 

4,871 

5,240 
5,561 

117

86

57

40

19

0

20

40

60

80

100

120

140

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

5,400

5,600

5,800

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

定員

待機児童数

2,065 
2,210 

2,410 

2,618 

3,003 

96 100

288

132

0
0

50

100

150

200

250

300

350

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

定員

待機児童数



- 26 - 

 

基本施策５ ひとり親家庭への支援                        

 

（施策の概要） 

 ニーズ調査によれば，母子家庭において，「子どもを叱り過ぎている気がする」や「自

分の子育てについて，親族・近隣の人，職場など，まわりの見る目が気になる」を回

答した割合は，就学前児童を持つ母子家庭及び小学校児童を持つ母子家庭のいずれに

おいても，前回調査時と比べて増加しています。そのため，母子家庭及び父子家庭に

対して，経済的基盤の安定化に向けた取組とともに，家庭の置かれた状況に応じた取

組を実施していきます。 

 平成２９年度は，母子自立支援プログラム策定事業において，就職後のアフターフ

ォロー支援を開始します。 

 

 

母子世帯及び父子世帯における年間就労収入の状況（平成２２年）（％） 

 

（全国母子世帯等調査） 

 

（関連する主な取組） 

多様な情報の効率的な提供 ・ひとり親家庭相談室の設置・運営 

子育て・生活支援の充実 ・支援員の派遣による家事援助等 

就業支援の充実 

・母子福祉資金等の貸付 

・母子家庭等自立支援給付金の支給 

・母子家庭等就業・自立支援センターの設置 

養育費の確保と経済的支援

の充実 

・各種手当の支給 

・医療費の助成制度等 

 

28.6%
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〇ひとり親家庭等への主な支援制度について 

 

※制度によって，年齢や所得による制限や，事前の登録などの条件があります。 

№ 制度の種類 制度の概要 

１ 
ひとり親家庭等に対

する手当 

⑴ 児童扶養手当 

離別や死別などで父親又は毋親のいない家庭等に手当 

を支給します。 

⑵ ひとり親家庭等医療費助成 

ひとり親と子どもの保険診療による自己負担額を助成

します。 

⑶ 災害遺児手当 

交通災害等で親を失った遺児を扶養している方に手当

を支給します。 

２ 資金の貸付 

母子福祉資金等貸付金 

 技能を習得するための資金や，扶養している児童の修

学資金などを貸し付けます。 

３ 相談窓口 

ひとり親家庭相談 

自立支援に関することや，子育てのことなどについて，

ご相談いただけます。 

４ 日常生活の支援 
一時的に援助が必要な家庭について，支援員の派遣等

により，保育や家事の支援を行います。 

５ 就業・自立支援 

⑴ 母子家庭等自立支援給付金 

職業技術を身につけるため，教育訓練講座の受講や，

養成機関に修学した場合に，給付金を支給します。 

⑵ 高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 

高卒認定試験合格のための講座を受講した場合，受講

費用の一部を支給します。 

６ 母子生活支援施設 

旭川隣保会トキワの森 

児童を扶養する母子世帯等の方が，生活・住居などで

特に支援を必要とする場合に入所できます。 

７ 
母子家庭等就業・自

立支援センター 

就業に関する相談セミナーの開催などの就労支援サー

ビスを提供します。また，地域生活や養育費に関する専

門的な相談を行います。 
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（２）子どもの育ちを支える 

 

    子どもが生き生きと，たくましく育つよう，子どもの教育や日常生活環境の

充実に係る取組を整理しています。  

主な内容は次のとおりです。 

 

基本施策１ 社会的自立に向けた教育環境等の充実                  

 

（施策の概要） 

新規学校卒業者の在職期間別の離職状況を北海道と全国で比較すると，高校，短大

及び大学のいずれにおいても，離職率は全国平均よりも高い状況にあります。 

 国の調査によれば，家庭生活や学校生活に楽しさを感じている小中学生の割合は増

加傾向にありますが，特に，中学生においては，悩みや心配なことを感じている割合

が増加しており，「過去の失敗をくよくよ考えることがある」，「ものごとに集中できな

い」等についても回答割合が増加しているとともに，「自分に自信がある」を回答した

割合が減少しています。 

 そのため，学童期から思春期の子どもが社会的・職業的に自立できるよう，関係者

が連携し，その成長期ごとの特性に応じた教育環境の充実や相談等の支援を行うこと

が必要です。 

 

（関連する主な取組） 

小学校，中学校，高校にお

ける教育環境の充実 

・小中学校施設の整備 

・私立高校に対する教材・教具の補助 

・学校における食に関する指導の充実 

思春期における健全育成に

資する取組の充実 

・飲酒，喫煙や性感染症等についての情報提供と防止

に向けた啓発活動 

・児童生徒の悩みに対する相談支援体制の充実 

若年者の雇用環境の充実 

・企業見学会，企業説明会の開催 

・就職に必要な基礎能力の開発・向上につながる各種

講座等の実施 
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基本施策２ 子どもの安全な日常生活環境の整備                  

 

（施策の概要） 

 子どもが関係している交通事故の件数は減少傾向にあり，平成２７年は７４件とな

っています。その内訳は，歩行中が４件，自動車・自動二輪乗車中が３４件，自転車

乗車中が３６件です。 

 また，子どもが福祉犯罪の被害にあった状況を見ると平成１９年の３０６件から平

成 ２８年の１７９件と大きく減少しています。また，刑法犯少年の数は，平成１９

年の４７９件から平成２７年の１３６件と大きく減少しているものの，そのうち１４

歳未満が占める割合はやや増加しています。 

 そのため，家庭や学校，地域や警察等が連携して，子ども自身が交通ルールについ

て学ぶとともに運転者も子ども特有の行動を理解することや，犯罪の被害から守るた

めの取組，非行少年等の立ち直り支援等に取り組んでいくことが必要です。 

 

（関連する主な取組） 

交通安全対策の推進 

・交通安全運動の実施 

・交通安全教室の実施 

・スクールゾーン，交通安全施設の整備等 

少年犯罪の防止と犯罪等

の被害から守るための活

動の推進 

・各種パトロール活動の実施 

・非行少年の立ち直り支援 

・青少年にとって有害な環境の浄化に向けた各種活動 

 

北海道内の福祉犯被害少年の状況（人） 

 

（北海道警察白書） 
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旭川中央・旭川東警察署管内における刑法犯少年の年齢別補導状況（件） 

 

（旭川市統計書） 
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総数 うち14歳未満 総数に占める14歳未満の割合

健全な子育てのための「出前講座」実施中！ 

幼児期や小学校低学年（３年生くらいまで）の頃に甘やかして育てたり，逆に，子育て

に無関心で放任的であったりすると，子どもが非行に走る確率が非常に高くなります。 

 そこで，子育て支援課青少年係の非行防止担当職員が出向き，幼児期や小学校低学年の

子どもと，どのように関わっていけば非行少年とならないか，実例を基にお話しをさせて

いただきます。（お問い合わせ：子育て支援課青少年係 ☎25-9847） 
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基本施策３ 援助を要する子どもが健やかに育つ取組の推進             

 

（施策の概要） 

 ニーズ調査によれば，特に就学前児童を持つ保護者において，子どもに関する不安

として「子どもの発達・発育」を回答した割合が高く，就学後の特別支援学級及び通

級指導教室の児童生徒数の増加傾向がみられること，また，全国的に児童虐待が増加

傾向にあることから，子どもの心身の状況や保護者の理解の状況に応じ，多様な子育

て支援や療育の受け皿の確保に努め，児童虐待の防止に係る関係機関と連携した支援

体制の充実を目指します。 

 さらに，子どもたちが安心し，希望を持って成長できるよう，平成２９年度は，子

どもの生活環境や家庭の実態を把握するための調査を行うとともに，児童養護施設の

子どもや里子への支援として，進学・就職に係る支度金の支給を新たに行います。 

 

（関連する主な取組） 

発達支援を要する子どもの

育成支援 

・巡回相談，親子教室の実施 

・保育等における受入拡大 

・特別支援教育の充実等 

児童虐待防止対策等の充実 
・関係機関との連携 

・子どもからのSOSに対する迅速な対応 

社会問題への対応 

・若年無業者，ひきこもり状態の青少年の実態把握と

支援策の検討 

・子どもの貧困問題に対する取組 

 

北海道旭川児童相談所管内における児童虐待相談経路別件数（平成２７年度）（件） 

 

           （北海道旭川児童相談所） 
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〇親子教室の拡充（平成２９年度） 

 

 平成２６年度から発達支援事業の一環として，発達の遅れや不安を抱えた乳幼児と

保護者を対象とした親子教室（「てくてく」）を実施しています。 

 平成２９年度は，親子教室「てくてく」を終了した方を対象とした，親子教室「す

くすく」を開設します。 

 

１ 親子教室の活動内容 

⑴ 乳幼児の発達を促す集団親子あそびの提供 

⑵ 保護者に対する育児支援，及び発達や福祉サービス等の学習会 

⑶ 保護者の希望に応じた個別相談の実施 

⑷ その他，乳幼児の発達を促す相談支援 

２ 過去３か年における親子教室の実情（平成２６～２８年度） 

実施年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

実施回数 63回 93回 98回 

参加延べ人数 417人 612人 629人 

 

※お問い合わせ 子ども総合相談センター（☎26－5500） 

 

 

〇旭川市子どもの生活実態調査（平成２９年度） 

 

子どもの生活環境や家庭の実態を把握する   

ため，子どもや保護者に対するアンケート 

調査を実施します。 

 

＜対象者＞ 

小学２年生の保護者 

小学５年生・中学２年生の子ども，保護者 

高校２年生の子ども，保護者 

 

※お問い合わせ 子育て支援課子育て企画係（☎25－9128） 
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（３）子どもの主体性を育む 

 

    子ども自身の主体性や自律性を育むため，子ども同士の交流や多様な経験，

学びの機会の提供に関する取組を整理しています。特に，社会の一員としての

意識を育むことを重視し，命の大切さや働くことの意識を育む取組を行います。 

 

基本施策１ 子どもの主体性を育む                       

 

（施策の概要） 

 子どもの日常生活の中で，様々な交流や活動ができるよう児童館の運営や放課後児

童クラブを含めた放課後の子どもの居場所づくりを進めていきます。 

 また，異年齢の子どもや青年との交流機会の充実に努めるとともに，子どもの夢会

議を開催し，まちづくりに参画する機会や子どもの自然体験活動，文化芸術活動等へ

の参加する機会を提供することで，子どもの個性や主体性，創造性を伸ばすことがで

きる環境づくりを推進します。 

 平成２９年度は，子どもたちを見守る環境づくりを目的とし，地域住民等との協働

推進の一環として放課後の居場所づくりに取り組みます。 

 

（関連する主な取組） 

放課後の居場所づくり 
・児童館の取組の充実 

・放課後児童の居場所づくり 

子ども及び青少年活動の支援 

・子どもの夢会議の開催 

・子ども及び青年によって構成される団体活動の

支援及びネットワーク化 

・北彩都子ども活動センターの取組の充実 

多様な活動・体験機会の提供 

・職業体験活動や農業体験活動の実施 

・和楽器の演奏などの伝統文化体験活動の実施 

・森林の役割や大切さを伝える自然観察会の実施 

・子どもの読書環境整備のための講演会や読みき

かせボランティア講座の実施 

・青少年平和大使の派遣 

・郷土学習に係る講座の実施やアイヌ文化に親し

む日の開催 
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児童館（児童センター）の利用人数の推移（旭川市）（人） 

 

※H24年度～H26年度は北星児童館（H26年度末で閉館）を除いた数値 

 

 

〇放課後あそびくらぶ（平成２９年度） 

 ※市民の企画提案による協働のまちづくり事業（テーマ型）採択事業 

 

 放課後の児童の居場所づくりを目的として，地域住民等との協働により，スポー

ツ活動を中心とした遊び・学び・交流・体験など多様な活動を行い，地域の中で子

どもたちが豊かに成長できる場を提供します。 

１ 対象 
市内小学校２校の児童（全学年）を対象とし，地域の地区

センターや公民館を使用して実施します。 

２ 定員 各４０名 

３ 活動内容 
運動・スポーツ，学習支援（宿題サポート），体験プログ

ラム（英語，日本文化，昔の遊び）など 

４ その他 活動時間は授業終了後から学校の帰宅時間まで 

    

  ※お問い合わせ こども育成課（☎25－9127） 
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～北彩都子ども活動センター活動内容～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ お問い合わせ  子育て支援課青少年係（☎25－9127） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高さ４．５メートル

のクライミングウォー

ルを利用し，ロープク

ライミング交流会など

を実施しています。 

 

外の半円広場・円形

ステージでは，よさこ

いやダンス，吹奏楽の

演奏などの野外フェス

ティバルを開催しまし

た。 



- 36 - 

 

基本施策２ 社会の一員としての意識を育む                   

 

（施策の概要） 

 少子化や核家族化の進展，地域連帯意識の希薄化等により，子どもが，人との関わ

りの中で愛情を受け，社会の一員としての意識を育む機会が少なくなっています。 

 そのため，保護者はもとより市民全体で将来を見据え，子どもに対して，命の大切

さや社会の一員としての意識を育む機会の提供に取り組んでいくことが必要です。 

 

（関連する主な取組） 

命の大切さを学ぶ機会の

充実 

・乳幼児・妊婦等との触れ合い体験事業 

・自身のライフデザイン構築への取組 

社会の一員としての意識

を育む機会の充実 

・家事や育児について，男性の積極的な関わりの推進 

・小中学生を対象とした職業体験 
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～私の未来プロジェクト～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※お問い合わせ 母子保健課（☎26－2395） 

 

 

～あさひかわキッズタウン～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※お問い合わせ 子育て支援課青少年係（☎25－9847）  

 

 

 

北海道コカ・コーラボトリ

ング株式会社と旭川市の共

同開催で平成 23年度より行

っている事業です。 市内在

住の小学生を対象に，20種類

以上の職業体験メニューの

中から自分でやりたい仕事

を探して，お仕事をします。 

 

小中高校生が乳幼児との

触れ合い体験，新生児人形

等を用いた体験学習，講義

などを通して，命の大切さ

や，親としての責任を学ぶ

場をつくり，将来親になる

子ども達の子育ての意識を

育む取組です。また，大学

生がボランティアスタッフ

として従事することで，異

年齢交流を図ります。 
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（４）社会全体で支える 

  

    地域住民，事業者等が，様々な形で関わりながら，地域全体で子どもの育ち

や子育てを支える取組を整理しています。 

主な取組は次のとおりです。 

 

基本施策１ 子どもの育ち・子育てを支援する地域づくりの推進                  

 

（施策の概要） 

 子どもが健やかに成長できる環境とするためには，身近な場所である地域において，

子どもの育ちや子育てを支えていくことが重要ですが，ニーズ調査によれば，就学前

児童を持つ保護者と小学校児童を持つ保護者のいずれにおいても，「子育てを地域全体

で支えている」ことについて満足度が低い状況にあります。 

そのため，他の施策と連携しながら，組織のネットワーク化や地域活動の担い手の

拡大に向けた取組を進めていく必要があり，平成２９年度は，市内１０か所目の地域

子育て支援センターとして，もりもりパーク内に「こもれび」を開設し，他の支援セ

ンターや子ども総合相談センターと連携しながら各種相談に取り組みます。 

 また，子どもが地域とのつながりを持ち，安心して暮らせるよう，地域の居場所と

なる学習支援や子ども食堂の活動を支援します。 

 

（関連する主な取組） 

拠点施設を活用した全市的

なネットワークの形成 

・北彩都子ども活動センターや子ども総合相談センタ

ーなどの拠点施設によるネットワークの形成 

地域におけるネットワーク

の形成 

・児童館や地域子育て支援センター等の整備 

・民生委員児童委員や地域の青少年指導者との連携 

・育児サークル，子育てサロンの活動支援 

地域活動の担い手の拡大 

・子ども食堂等に取組む団体への支援 

・各種研修事業の実施 

・ファミリーサポートセンター事業の実施 

・緊急さぽねっと事業の実施 

・子育て支援人材バンクの運用 

・青少年団体の育成支援 
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〇地域子育て支援センター 

 子育ての不安や悩みについての相談，育児講座の開催，育児サークルの支援，保護

者同士の交流の場の提供など，子育て世帯を対象とした活動に取り組んでいます。 

 

１ 地域子育て支援センターの一覧（平成２９年度） 

１ 
いずみ 

（いずみこども園） 
６ 

にょきにょき 

（豊岡蘭契保育園） 

２ 
おひさま 

（鉄道弘済会旭川保育所） 
７ 

ねむのき 

（北彩都子ども活動センター内） 

３ 
こまどりつ～ながれ 

（東鷹栖公民館内） 
８ 

ぱれっと 

（神楽児童センター内） 

４ 
こもれび 

（もりもりパーク内） 
９ 

ぴょんぴょん 

（旭川あゆみ幼稚園附属保育園） 

５ 
ちゅうりっぷ 

（北門児童センター内） 
10 

ほっとほたる 

（永山ほたる保育園内） 

２ 過去３か年の活動実績（平成２６～２８年度） 

活動内容／実施年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

育児相談（相談件数） 4,232件 4,777件 5,014件 

子育てサロン（参加人数） 51,835人 59,327人 62,696人 

親子遊び・育児講座（参加人数） 11,666人 12,632人 13,637人 

育児サークルの支援（実施回数） 120回 135回 117回 

 

※お問い合わせ  子ども総合相談センター（☎26－5500） 
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○子ども食堂への支援（平成２９年度） 

地域全体で子どもたちを見守る環境づくりに寄与することを目的として，子ども食

堂を実施する市民団体等に対して会場使用料の一部を助成します。 

 

１ 補助内容 子ども食堂の活動に伴う会場使用料 

２ 補助額 年額３万円（上限） 

３ その他 補助対象となる団体や取組には要件があります。 

 

 

 

 

 

 

※お問い合わせ 子育て支援課子育て企画係（☎25－9128） 

 

 

～うぶごえへの贈りもの～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※お問い合わせ 子ども総合相談センター（☎26－5500） 

 

本市では，このまちで生まれた

全ての赤ちゃんに「おめでとう」

の気持ちを込めて，絵本とお祝い

のメッセージカードを贈ってい

ます。 

誕生を市民全体が喜んでいる

気持ちを伝えるため，民生委員児

童委員や主任児童委員など地域

の方に御協力をいただきながら

実施しています。 
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基本施策２ 事業者と連携した取組の推進                    

 

（施策の概要） 

 旭川市労働基本調査（平成２７年度）によれば，従業員にとって，「子育てしやすい

職場環境の整備がなされているか」の質問に対して，「整備されている」を回答した割

合が男性従業員２２．９％，女性従業員２８．７％にとどまっています。 

 そのため，保育ニーズへの対応等とともに子育てしやすい職場環境の実現に向けて，

制度の普及や意識の啓発に取り組んでいくことが必要です。 

 また，事業者は，地域社会の一員として，子育て中の保護者や子どもと直接，関わ

る立場でもあるため，乳幼児連れの親子が外出しやすい環境づくりや，子どもの職業

体験の受入など，事業者と連携した取組を進めていきます。 

 平成２９年度は，子育て世帯に向けた情報発信サイト「あさひかわこどもーる」に

近隣町の情報を新たに追加します。 

 

（関連する主な取組） 

男女がともに子育てできる職場

環境の整備 

・子育てに配慮した労働環境に取り組んでいる事

業者に対する優遇制度 

事業者と連携した取組の推進 

・授乳やおむつ替えスペースの提供 

・企業や店舗等と連携した子育て応援に関する取

組 

 

～こんにちは赤ちゃんステーション～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※お問い合わせ 子育て支援課子育て企画係（☎25－9128） 
 

乳児連れ親子に対して，「授乳の

場」，「オムツ替えの場」，「ミルク

用のお湯」のいずれか（又は複数）

を無料で提供する施設で，現在，

市内１００か所以上が登録されて

います。登録された施設には，目

印となるステッカー（右図）を掲

示しています。 
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～あさひかわこどもーる～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※お問い合わせ 子育て支援課子育て企画係（☎25－9128） 

 

 

～どさんこ・子育て特典制度～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※お問い合わせ 子育て支援課子育て企画係（☎25－9128） 

 

 

 

幼児の遊びスペースや子ども向けメ

ニューなどがあり，子ども連れに配慮し

た企業・店舗を「あさひかわこどもーる」

として認証登録したWEBサイトです。 

「食べる」，「遊ぶ」，「学ぶ」，「買う」「暮

らし」，「病院」のカテゴリに分かれてい

て，３００か所以上の店舗が登録してい

ます。詳しくは下記のサイトを御覧くだ

さい。 

URL https://kodomall.info/ 

 

北海道が，全道各地の企業・施設の

方々と協力して，子育て家庭を支援する

事業です。妊娠中の方もしくは小学生ま

での子どもがいる世帯が，子どもと同伴

で買い物や施設などを利用する際に，特

典カードを提示することで，協賛店舗か

ら様々なサービスを受けられます。 
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基本施策３ 社会全体の意識啓発          

 

（施策の概要） 

 旭川市子ども条例は，子どもの夢や希望を市民全体が支えるまちの実現を目的とし

ており，目的実現のための方向性として，大人が主体となった「環境づくり」と子ど

もが主体となった「子ども同士の交流，多様な経験，学び」を設けています。特に，

大人が主体となった環境づくりにおいて，それぞれの役割を担うことができるよう，

性別役割分担意識の解消など社会全体の意識啓発に係る取組が大切であり，そのため

に，必要な取組を推進します。 

 

（関連する主な取組） 

社会全体で子どもの育ちや

子育てを支える意識の啓発 

・「児童の権利に関する条約」について学校における

児童生徒への理解促進 

・「児童の権利に関する条約」について，大人の理解

促進 

男女共同参画による子育て

の促進 

・各種セミナー等による企業等に対する意識啓発の実

施 

・各種セミナー等による意識啓発の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 44 - 

 

 

 

 

 

 

第３部 計画の進捗状況及び個別事業一覧 
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１ 各基本施策の指標及び目標値に対する進捗状況 

  子ども・子育てプランの計画期間（平成３１年度まで）における各基本施策の指標及

び目標値，それに対する進捗状況は，次のとおりです。 

 

【基本方向１】子育てを支える 

基本施策 指標 目標値 進捗状況 

妊産婦の健康と乳

幼児の健やかな成

長の支援 

人口千人当たり死

産率の低下 

全国平均以下 

（H24 年全国値 23.4‰旭川市

40.6‰） 

H27 全 国 22.0‰ 

旭川市 28.3‰ 

未達成 

子育てに関する多

様な不安を和らげ

るための支援 

子育てに関する情

報について，分か

りやすさと入手の

しやすさについて

の保護者の満足度 

H25 年度調査時よりも上昇 

・就学前児童を持つ保護者 2.49 

・小学校児童を持つ保護者 2.44 

※1～5 まで 5 段階で評価 

H30 ニーズ調査時に把握 

 

子どもとの接し方

に自信が持てない

と感じている保護

者の割合 

H25 年度調査時よりも減少 

・就学前児童を持つ保護者 15% 

・小学校児童を持つ保護者 13% 

H30 ニーズ調査時に把握 

 

子育てに関する経

済的支援 

子育ての出費に負

担感を感じている

保護者の割合 

H25 年度調査時よりも減少 

・就学前児童を持つ保護者 32% 

・小学校児童を持つ保護者 42% 

H30 ニーズ調査時に把握 

 

乳幼児の育ち学び

環境の充実と保護

者の仕事と子育て

の両立支援 

保育に関する待機

児童数 

０人 

・認可保育所 86 人（H26.4.1） 

・留守家庭児童会（現・放課後児

童クラブ）100 人（H26.5.1） 

認可保育所19人（H29.4.1） 

放課後児童クラブ 0 人 

（H29.5.1） 

一部達成 

ひとり親家庭への

支援 

 

子どもの教育に関

して不安を感じて

いる保護者の割合 

H25 年度調査時よりも減少 

・母子家庭（就学前児童）49% 

・母子家庭（小学校児童）55% 

・父子家庭 58% 

H30 ニーズ調査時に把握 

子どもを叱りすぎ

ていると感じてい

る保護者の割合 

H25 年度調査時よりも減少 

・母子家庭（就学前児童）60% 

・母子家庭（小学校児童）36% 

H30 ニーズ調査時に把握 

自分の子育てにつ

いて，まわりの見

る目が気になる保

護者の割合 

H25 年度調査時よりも減少 

・母子家庭（就学前児童）21% 

・母子家庭（小学校児童）15% 

H30 ニーズ調査時に把握 

育児の方法がよく

分からないと感じ

る保護者の割合 

H25 年度調査時よりも減少 

・父子家庭 9% 

H30 ニーズ調査時に把握 
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【基本方向２】子どもの育ちを支える 

基本施策 指標 目標値 進捗状況 

社会的自立に向け

た教育環境等の充

実 

学校が楽しいと思

う児童生徒 

現状値よりも上昇 

（H25 年度 85.3％） 

H28 84.9％ 

未達成 

新規高校卒業者の

就職内定率 

現状値よりも上昇 

（H25 年度 94.9％） 

H28 98.7％ 

達成 

子どもの安全な日

常生活環境の整備 

子どもに係る交通

事故発生件数 

現状値よりも減少 

（H25 年 99 件） 

H27 80 件 

達成 

福祉犯の被害にあ

った子どもの数 

現状値よりも減少 

（H24 年 256 件）※全道値 

H28 179 件 

達成 

援助を要する子ど

もが健やかに育つ

取組の推進 

子どもの発育・発

達に関して不安感

を感じている保護

者の割合 

H25 年度調査時よりも減少 

・就学前児童を持つ保護者 34% 

・小学校児童を持つ保護者 17% 

H30 ニーズ調査時に把握 

児童虐待相談対応

件数 

 

現状値よりも減少 

・市相談室 70 件（H25 年度） 

・旭川児相 309 件（H25 年度） 

・市相談室 177 件（H28 年度） 

・旭川児相 408 件（H27 年度） 

未達成 

 

【基本方向３】子どもの主体性を育む 

基本施策 指標 目標値 進捗状況 

子どもの主体性を

育む 

子どもが安心して

遊べる環境として

の保護者の満足度 

 

H25 年度調査時よりも上昇 

・就学前児童を持つ保護者 2.68 

・小学校児童を持つ保護者 2.57 

※1～5 まで 5 段階で評価 

H30 ニーズ調査時に把握 

子ども及び青少年

活動団体の構成員 

現状値よりも上昇 

（H27 年度 170 人） 

H29 170 人 

未達成 

社会の一員として

の意識を育む 

１０代の人工妊娠

中絶実施件数 

現状値よりも減少 

（H24 年度 126 件） 

H27 106 件 

達成 

（再掲）児童虐待相談対応件数 
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【基本方向４】社会全体で支える 

基本施策 指標 目標値 進捗状況 

子どもの育ち・子

育てを支援する地

域づくりの推進 

地域全体で子育て

を支える環境につ

いての保護者の満

足度 

H25 年度調査時よりも上昇 

・就学前児童を持つ保護者 2.16 

・小学校児童を持つ保護者 2.24 

※1～5 まで 5 段階で評価 

H30 ニーズ調査時に把握 

事業者と連携した

取組の推進 

従業員にとって子

育てしやすい職場

環境「整備されて

いる」の回答割合 

H25 年度調査時よりも上昇 

・男性従業員 22.0% 

・女性従業員 25.4% 

H27 男性従業員 22.9% 

女性従業員 28.7% 

達成 

社会全体の意識啓

発 

 

子どもが成長して

からも愛着を感じ

てもらえるまちと

しての保護者の満

足度 

H25 年度調査時よりも上昇 

・就学前児童を持つ保護者 2.85 

・小学校児童を持つ保護者 2.80 

※1～5 まで 5 段階で評価 

H30 ニーズ調査時に把握 

 ※基本方向１～４における「目標値」の数値について，括弧書きで調査時期が掲載されていないものは，

いずれも平成２５年度調査時の数値です。 

 

２ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制 

 計画値 

（H31 年度） 

進捗状況 

（H29.4.1） 

（１）平日日中の教育及び保育 定員数 
2 号 3,503 人 

3 号 2,486 人 

2 号 2,984 人 

3 号 2,583 人 

（２）時間外保育事業 定員数 330 人 308 人 

（３）放課後児童健全育成事業 定員数 2,820 人 
3,003 人 

（H29.5.1） 

（４）子育て短期支援事業（ｼｮｰﾄｽﾃｲ） 実施箇所数 2 か所 2 か所 

（５）地域子育て支援拠点事業 実施箇所数 10 か所 10 か所 

（６）一時預かり事業 実施箇所数 13 か所 11 か所 

（７）病児病後児保育事業 定員数（病後児） 

定員数（病児） 

6 人 

3 人 

6 人 

0 人 

（８）子育て援助活動事業 

（ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業） 

提供側 

会員数 
484 人 

345 人 

（H28 年度末） 

（９）利用者支援事業 配置人数 6 人 3 人 

（10）乳児家庭全戸訪問事業 訪問人数 2,005 人 （H28） 2,229 人 

（11）妊婦健康診査事業 助成回数 28,070 回 （H28）26,442 回 

（12）休日保育事業 定員数 60 人 30 人 

（13）特別支援保育事業 定員数 147 人 111 人 

 





















 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旭川市の子ども・子育て環境の現状と取組の方向性について 

平成２９年（２０１７年）〇月 

 

旭川市子育て支援部子育て支援課 

〒０７０－８５２５ 旭川市７条通１０丁目 

ＴＥＬ（０１６６）２５－９１２８ 

ＦＡＸ（０１６６）２２－３２７５ 
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